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１．目的、主な公表内容①

国民経済計算は、我が国の経済の全体像を国際比較可能な形で体
系的に記録することを目的に作成される。

国民経済計算は「四半期別ＧＤＰ速報」と「国民経済計算年次推計」
の２つからなっている。「四半期別ＧＤＰ速報」は速報性を重視し、ＧＤＰ
をはじめとする支出側系列等を、年に８回四半期別に作成・公表してい
る。「国民経済計算年次推計」は、生産・分配・支出・資本蓄積といった
フロー面や、資産・負債といったストック面も含めて、年に１回作成・公
表している。
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２．作成方法の概要

①四半期別ＧＤＰ速報（Quarterly Estimates：ＱＥ）
ＧＤＰ（Gross Domestic Product：国内総生産）（支出側）や民間最終消費支出などの支出系列

等については、公表時期を出来るだけ早めるために、早期に利用できる基礎統計を用いて推
計する。当該四半期終了から約１か月と２週間後に「１次ＱＥ」として公表し、当該四半期終了
後約２か月と10日後に、新たに利用可能となった基礎統計を踏まえた改定を行い、「２次ＱＥ」
として公表する。

②年次推計
我が国の国民経済計算の全計数については、年に一度、年次推計として、公表する。

当該年の翌年末以降に当該年度、暦年及びそれらの四半期の数値を「第一次年次推計」と
して公表し、さらにその後追加的に利用可能となった基礎統計を踏まえた改定を行い、「第一
次年次推計」の一年後に「第二次年次推計」として公表する。さらに、その一年後には、第二次
年次推計について、供給・使用表の枠組みの下、財貨・サービスのフローを推計するコモディ
ティ・フロー法による推計値と、経済活動別の付加価値を推計する付加価値法による推計値等
との調整を行った数値について、「第三次年次推計」として公表する。また、推計の基礎となっ
ている『産業連関表』（総務省）が概ね５年ごとに公表されるのに合わせ、概ね５年ごとに｢基準
改定｣を行う。

基準改定においては、『産業連関表』以外にも第一次及び第二次年次推計時には入手でき
ない『国勢統計』や『住宅・土地統計』（いずれも総務省、５年ごと）等の統計を利用して改めて
推計を行い、従前に年次推計として公表された計数を遡及して改定する。
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３．作成に当たって依拠している国際基準、ガイドライン、マニュアル等

• 『System of National Accounts 2008』（2009年2月欧州委員会、国際
通貨基金、経済協力開発機構、国際連合、世界銀行）

• 『国民経済計算の作成基準』（平成28年内閣府告示第1139号）
• 『国民経済計算の作成方法』（統計法第26条に基づく総務大臣への

通知）（平成28年11月（平成30年11月一部変更））
• 『国民経済計算推計手法解説書（年次推計編）平成23年基準版』

（平成29年3月24日（平成31年4月5日改訂））
• 『国民経済計算推計手法解説書（四半期別GDP速報（QE）編）平成

23年基準版』（平成28年11月25日（平成30年11月30日改訂））
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項目 推計に用いる主な基礎統計

産出

工業統計、商業統計【経産省】
サービス産業動向調査、科学技術研究統計、住宅・土地統計【総務省】
建設総合統計、自動車輸送統計【国土交通省】、作物統計、木材統計【農林水産省】
各種有価証券報告書

中間投入
産業連関表【総務省他10府省庁】
工業統計、特定サービス産業実態統計【経産省】、各種有価証券報告書

雇用者報酬
国勢統計、労働力統計、就業構造基本統計【総務省】
毎月勤労統計、賃金構造基本統計【厚労省】

間接税等
国の決算書【財務省】
地方財政統計【総務省】

固定資本減耗
産業連関表【総務省他10府省庁】、工業統計、商業統計【経産省】
科学技術研究統計【総務省】、建設総合統計【国交省】、各種有価証券報告書
民間企業投資・除却調査【内閣府】

営業余剰・混合所得 個人企業経済統計【総務省】、法人企業統計【財務省】

①生産・分配面

※太字は、統計法上の基幹統計を示す

４．フロー面の推計に利用される主な基礎統計①
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項目
推計に用いる主な基礎統計

年次推計 QE推計

民間最終消費支出
産業連関表【総務省他10府省庁】
工業統計、商業統計【経産省】
サービス産業動向調査【総務省】
科学技術研究統計【総務省】
建設総合統計【国交省】
各種有価証券報告書

生産動態統計、商業動態統計【経産省】
サービス産業動向調査【総務省】
家計統計、家計消費状況調査【総務省】

民間住宅
民間企業設備

生産動態統計、商業動態統計【経産省】
建築着工総計、建設総合統計【国交省】
法人企業統計【財務省】

民間在庫変動
鉱工業指数、商業動態統計【経産省】
法人企業統計【財務省】

政府最終消費支出
国の決算書【財務省】
地方財政統計【総務省】
独立行政法人の財務書類

政府関係機関へのヒアリング等
公的在庫変動

公的固定資本形成 建設総合統計【国交省】

輸出入 国際収支統計【財務省、日本銀行】、貿易統計【財務省】

②支出面

※太字は、統計法上の基幹統計を示す

４．フロー面の推計に利用される主な基礎統計②
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